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2024年９月５日 
 
各 位 
 

会 社 名 株 式 会 社 ジ ョ イ フ ル 本 田 
                       代表者名 代 表 取 締 役 社 長 平 山 育 夫 
                      （コード番号 3191 東証プライム市場） 

問合せ先 経営管理部部長兼広報・ＩＲ部部長 
久 保 裕 彦 

                   （電話番号 029-822-2215） 
 
 

完全子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 
 
 
当社は、2024 年９月５日開催の取締役会において、当社の子会社である有限会社和工房（以

下「和工房」という。）を吸収合併することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい
たします。なお、本合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であることから、開示事項・内
容を一部省略して記載しております。 
 

記 
 
１．合併の目的 

和工房は住宅リペアを専門業種としており、ゼネコン等の元請け業者から仕事を請け負う
BtoB ビジネスです。BtoB の機能を残しながら BtoC ビジネスである当社のリフォーム事業と統
合することにより、経営の効率化を進めるとともに顧客ターゲット層の拡大展開を図ってまい
ります。リフォーム事業部はお客様の住まいに関する問題に今以上の幅広いサービス提供でお
応えし、事業基盤を強化いたします。 
 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

取締役会決議日：2024年９月５日 

合併契約締結日：2024年９月５日 

合併効力発生日：2024年 10月 31日（予定） 

 

（２）合併の方式 

当社を吸収合併存続会社、和工房を吸収合併消滅会社とする吸収合併です。 
本吸収合併は、当社においては、いずれも会社法第 796条第 2項の規定に基づく簡易合併で

あり、また和工房においては、会社法第 784条第 1項に基づく略式合併であるため、それぞれ
において合併契約承認のための株主総会を開催せずに行います。 

 
（３）合併に係る割当ての内容 

当社は、和工房の全株式を保有しているため、本吸収合併に際して株式その他の金銭等の割
当てはありません。 

 

（４）合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

和工房は、新株予約権および新株予約権付社債の発行を行っておりません。 
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３．合併当事会社の概要 

吸収合併存続会社 

①  名称 株式会社ジョイフル本田 

②  所在地 茨城県土浦市富士崎一丁目 16 番２号 

③  代表者の役職・氏名 代表取締役社長 平山 育夫 

④  事業内容 ホームセンター事業、住宅リフォーム事業 

⑤  資本金 120 億円 

⑥  設立年月日 1975 年 12 月 15 日 

⑦  発行済株式数 65,412,971 株 

⑧  決算期 6 月 20 日 

⑨ 大株主および持株比率（自己株式を除く）

（2024 年６月 20 日現在） 

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 

アークランズ㈱ 

㈱常陽銀行 

㈱アスクリエーション 

本田 理 

9.57％ 

7.14％ 

4.52％ 

3.46％ 

3.27％ 

⑩ 直前事業年度の財政状態および経営成績 

（2024 年６月期） 

純資産 120,979 百万円 

総資産 159,689 百万円 

１株当たり純資産 1,957.44 円 

売上高 126,894 百万円 

営業利益 10,568 百万円 

経常利益 11,645 百万円 

当期純利益 9,091 百万円 

１株当たり当期純利益 145.91 円 

 

吸収合併消滅会社 

①  名称 有限会社和工房 

②  所在地 埼玉県さいたま市北区宮原町１丁目 344-２ 

③  代表者の役職・氏名 取締役 大内 健司 

④  事業内容 リペア事業 

⑤  資本金 ３百万円 

⑥  設立年月日 2000 年 12 月５日 

⑦  発行済株式数 60 株 

⑧  決算期 10 月 31 日 

⑨  大株主および持株比率 

（2023 年 12 月 20 日現在） 
㈱ジョイフル本田             100％ 

⑩  直前事業年度の財政状態および経営成績 

（2023 年 10 月期） 

純資産 91 百万円 

総資産 102 百万円 

１株当たり純資産 １百万円 

売上高 200 百万円 

営業利益 15 百万円 

経常利益 16 百万円 

当期純利益 12 百万円 

１株当たり当期純利益 207,751.73 円 

 

４．合併後の当社の状況 

商号、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金および決算期について、本合併
による変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

合併による当社の連結業績への影響は軽微です。 

以 上 


